
別紙４－１ 

賃 貸 借 契 約 書（案） 

 

１.件     名  JICA沖縄公用車リース契約（クラウンの更新） 

 

２.仕 様・数 量 附属書Ⅰ「仕様書」のとおり 

 

３.契 約 金 額 金〇〇〇〇〇〇〇円 

（うち消費税額等〇〇〇〇〇円） 

 内訳は附属書Ⅱ「契約金額内訳書」のとおり 

 

４.賃 貸 借 期 間（予定） ２０２５年〇月〇日から２０３０年〇月〇日

まで ※納車日から５年。 

 

５.納 入 場 所 独立行政法人国際協力機構沖縄センター 指定場所 

 

独立行政法人国際協力機構沖縄センター 契約担当役 所長  倉科 和子

（以下「発注者」という。）と、〇〇〇〇〇株式会社 代表取締役社長 〇〇 〇

〇（以下「受注者」という。）とは、頭書記載の公用車（以下「契約物品」とい

う。）に係る賃貸借に関し、以下の各条項により、賃貸借契約（以下「本契約」

という。）を締結する。 

 

 

（信義・誠実の義務） 

第１条 発注者及び受注者は、おのおの対等な立場において、互いに協力し、信

義を守り、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（契約の目的） 

第２条 受注者は、本契約及び契約附属書に定める条項に従い、受注者の所有物

である契約物品を発注者の使用に供するものとし、発注者はその使用の対価と

して、頭書に契約金額として記載された金額のうち、附属書Ⅱに定められた賃貸

借料を支払う義務を負う。 

 

（契約内容の変更等） 

第３条 発注者は、特別な理由により本契約の内容を変更する必要があると認

められるときは、発注者及び受注者で協議の上、受注者に対する書面による通知
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により、本契約内容を変更し、又は一部を中止し、若しくは打ち切ることができ

る。 

  ２ 前項の場合において、受注者に増加費用が生じ又は受注者がそれによ

り重大なる損害を蒙ったときは、発注者はその費用を負担するものとし、その金

額は発注者及び受注者で協議して定めるものとする。ただし、発注者は、発注者

の予見の有無を問わず、特別の事情から生じた費用、損害、受注者の逸失利益及

び第三者からの損害賠償に基づく損害については責任を負わないものとする。 

 

（担保物権の設定等） 

第４条 受注者は、本契約により発注者が使用中の契約物品に質権その他の担

保権を設定してはならない。 

  ２ 受注者は、発注者の書面による承認を得た場合を除き、第三者に対し本

契約に基づく債務の全部若しくは一部の履行を委任し、若しくは本契約により

生ずる債権を譲渡し、又はこれらの債務若しくは債権を継承させてはならない。 

 

（消費税額等） 

第５条 発注者及び受注者は、頭書の契約金額のうち消費税額等とは、消費税法

及び地方税法の規定に基づくものであることを確認する。 

  ２ 消費税率が変動した場合には、消費税法及び地方税法に基づき、変更後

の消費税率で計算された消費税額とする。 

 

（契約保証金） 

第６条 発注者は、本契約の委託に関し、受注者から契約保証金を徴求しない。 

 

（業務責任者の届け出） 

第７条  削除 

 

（監督職員） 

第８条  削除 

 

（賃貸借料） 

第９条 本契約による賃貸借料は、附属書Ⅱのとおりとする。 

  ２ 賃貸借期間１ヶ月未満の場合の賃借料は、月額賃借料を当該月の日数

で除した額（以下「日額」という。）に当月使用日数を乗じて算出するものとす

る。 
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  ３ 賃貸借期間中、受注者の責に帰すべき理由又は天災地変等発注者及び

受注者双方の責に帰しがたい理由により契約物品の使用が中断されたときは、

中断した日数に日額を乗じて算出した金額若しくは中断した時間に日額の８分

の１に相当する額を乗じて算出した金額又はその合計額を、第１項に定める賃

貸借料から減額するものとする。ただし、受注者の責に帰すべき理由により発生

した場合を除いて、契約物品の保守に通常要する時間は中断時間に含まないも

のとする。 

 

（賃貸借料の支払） 

第 10条 受注者は、各四半期終了後、終了した四半期分の賃貸借料を発注者に

対して請求するものとする。この場合において、四半期とは、４月から翌年３月

までを３ヶ月ごとに４分割した期をいう。なお、請求にあたって消費税額等に１

円未満の端数が生じる場合には切り捨て処理を行う。 

２ 発注者は、前項の適法なる請求書を受理した日から 30日以内に、当該

代金を口座振込みの方法により受注者に支払うものとする。 

３ 発注者の責に帰する理由により、前項の規定による支払期間内に当該

金額の支払をしないときは、受注者は、その期間満了の日の翌日から起算して支

払をした日までの日数に応じ、その支払金額に対して年（365日とする。）5.0パ

ーセントの割合で計算した遅延損害金の支払を発注者に請求することができる。

ただし、遅延損害金に１円に満たない端数がある場合はこれを切り捨てる。 

 

（発注者の善管注意義務） 

第 11条 発注者は、賃貸借期間中、契約物品をできるだけ良好なる環境に保全

するとともに善良なる管理者の注意をもって契約物品を管理するものとし、発

注者の故意又は過失による契約物品の損傷については発注者が責任を負うもの

とする。 

２ 前項による場合の修理費又は調整費は発注者が負担する。 

 

（損害の賠償） 

第 12条 発注者は、受注者が本契約に違反した場合で発注者に損害が生じたと

きには、受注者に対しその損害賠償を請求することができる。 

   ２  発注者は、通常の契約物品の使用によって、他の物品に損害が発生し

た場合、受注者に対しその損害の賠償を請求することができる。 

   ３  発注者は、受注者又は受注者の使用者の故意若しくは過失により他の

物品に損害を与えた場合、受注者に対しその損害の賠償を請求することができ

る。 
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   ４   本条の各規定における損害賠償の額は、発注者及び受注者で協議して

定める。 

 

（談合等不正行為に対する措置） 

第 13条 受注者が、次の各号のいずれかに該当したときは、受注者は発注者の

請求に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変

更後の契約金額とする）の 100分の 10に相当する額を談合等不正行為に係る違

約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。この場合にお

いて、発注者の被った実損害額が当該違約金の額を超える場合には、発注者は、

受注者に対して、別途、当該超過部分の賠償を請求することができる。 

（１）本契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和 22 年法律第 54 号）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者で

ある事業者団体が同法第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、公正

取引委員会が受注者に対し、同法第７条の２第１項の規定に基づく課徴金の納

付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

（２）本契約に関し、受注者（法人にあたっては、その役員又は使用人を含む。）

の刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６又は私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律第 89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑

が確定したとき。 

２ 前項の場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散していると

きは、発注者は、受注者の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支

払を請求することができる。この場合においては、受注者の代表者であった者及

び構成員であった者は、共同連帯して前項の違約金を発注者に支払わなければ

ならない。 

３ 受注者が第１項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないとき

は、発注者は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年

（365 日とする。）5.0 パーセントの割合を乗じて計算した遅延損害金を受注者

より徴収することができる。 

４ 前三項の規定は、本契約が終了した場合においても引き続き効力を有

するものとする。 

５ 第１項の各号のいずれかに該当したときは、発注者は、催告を要せずし

て、本契約を解除することができる。 

６ 本条の各規定は、競争に付して受注者を決定した場合にのみ適用する。 

 

（発注者の契約解除権） 
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第 14 条 次の各号の一に該当する場合には、発注者は、何らの催告を要せず、

直ちに本契約を解除することができる。 

（１）受注者の責に帰する理由（受注者の資産信用が著しく低下した場合を含

む。）により賃貸借期間内に受注者が本契約の全部又は一部を履行する見込みが

ないとき。 

（２）受注者が本契約の条項に違反したとき。   

（３） 受注者が他から執行保全処分、強制執行、競売処分、租税滞納処分、そ

の他公権力による処分を受け、若しくは特別清算、会社更生手続、民事再生手続、

破産又は私的整理手続を申し立てられ、又は自らそれらのもの、若しくは再生手

続開始の申立てをしたとき。 

（４） 受注者が手形交換所から手形不渡処分を受けたとき。 

（５） 受注者の資産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認めるに足る相当

の理由があるとき。 

（６） 受注者が前条第１項各号の規定の一に該当するものとして発注者から

不正行為に係る違約金の請求をうけたとき。 

（７）第 26条第 4項に定める「独立行政法人国際協力機構関係者の倫理等ガイ

ドライン」に違反したとき。 

（８）受注者が、次に掲げる各号の一に該当するとき、または、次に掲げる各号

の一に該当する旨の新聞報道、テレビ報道その他報道（ただし、日刊新聞紙等、

報道内容の正確性について、一定の社会的評価が認められている報道に限る。）

があったとき。 

（イ） 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が

法人である場合にはその役員をいう。以下本条において同じ。）

が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜

ゴロ、特殊知能暴力集団等（これらに準ずる者又はその構成員を

含む。平成 16年 10 月 25日付警察庁次長通達「組織犯罪対策要

綱」に準じる。以下「反社会的勢力」という。）であると認めら

れるとき。 

（ロ） 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 6号に規定する暴力団員で

なくなった日から 5 年間を経過しない者であると認められると

き。 

（ハ） 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められ

るとき。 

（二） 法人である受注者又はその役員等が自己、自社若しくは第

三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
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もって、反社会的勢力を利用するなどしているとき。 

（ホ） 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力に対し

て、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積

極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

るとき。 

（へ） 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力である

ことを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。 

（ト） 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力と社会

的に非難されるべき関係を有しているとき。  

（チ） その他受注者が、東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京

都条例第 54号）又はこれに相当する他の地方公共団体の条例に

定める禁止行為を行ったとき。 

２  前項各号の規定により本契約を解除したときは、受注者は、発注者に

対し、契約金額の 100分の 10に相当する解約違約金を支払わなければならない。 

 

（受注者の契約解除権） 

第 15条 受注者は、発注者が本契約に違反し、その違反により本契約を完了す

ることが不可能となったときは本契約を解除することができる。 

２  前項の規定により本契約を解除したときは、発注者は、受注者に対し、

契約金額の 100分の 10に相当する解約違約金を支払わなければならない。 

 

（従業員の立ち入り） 

第 16条 受注者は、契約物品の保守管理等のため契約物品の据付場所に受注者

の従業員を立ち入らせる場合、当該従業員に必ず身分証明書を携行させ、立ち入

りにあたっては発注者の同意を得るものとする。 

 

（秘密の保持） 

第 17条 受注者は、業務の実施上知りえた情報（以下、秘密情報という。）を発

注者から指示が無い限り秘密として保持し、これを第三者に開示してはならな

い。 

２ 受注者は、秘密情報について、業務の履行に必要な範囲を超えて使用、

提供又は複製してはならない。又、いかなる場合も改ざんしてはならない。 

３ 受注者は、本業務の従事者が、その在職中、退職後を問わず、秘密情報

を保持することを確保するため、秘密取扱規定の作成、秘密保持誓約書の徴収そ

の他必要な措置を講じなければならない。 

４ 本条の各規定は、本契約が終了した場合においても同様とする。 
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（秘密情報の管理等に関する事故の対応と報告） 

第 18条 受注者は、秘密情報の漏えい、滅失又はき損その他の秘密情報の管理

に係る違反行為等が発生したときは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のため

に必要な措置を講ずるとともに速やかに発注者に報告し、その指示に従わなけ

ればならない。 

２ 前項の規定は、本契約が終了した場合においても同様とする。 

 

（秘密情報の返却及び廃棄） 

第 19条 受注者は、本契約終了後、速やかに秘密情報の使用を中止し、秘密情

報を含む書類、図面、写真、フィルム、テープ、ディスク等の媒体（受注者が作

成した複製物を含む。）を発注者に返却し、又は、当該媒体に含まれる秘密情報

を復元できないよう消去若しくは当該媒体を破壊した上で、破棄し、その旨を発

注者に通知しなければならない。ただし、発注者から指示があるときはそれに従

うものとする。 

 

（検査の権利） 

第 20条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の事務所等において秘

密情報が適切に管理されているかを調査し管理状況が不適切である場合は、改

善を指示することができる。 

２ 前項の規定は、本契約が終了した場合においても同様とする。 

 

（個人情報保護） 

第 21条 受注者は、本契約において、発注者の保有個人情報（「独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 59号）」の第２条第

３項で定義される「保有個人情報」を指す。以下「保有個人情報」という。）を

取り扱う業務を行う場合は、次の各号に定める義務を負うものとする。 

（１）受注者の業務に従事する者（再委託又は下請負を行う場合には、再委託の

受託者と下請負人を含む。以下、同じとする。）に次の各号に掲げる行為を遵守

させること。ただし、予め発注者の承認を得た場合は、この限りではない。 

（イ）保有個人情報について、改ざん又は業務の履行に必要な範囲

を超えて利用、提供、複製してはならない。 

（ロ）保有個人情報を第三者へ提供し、その内容を知らせてはなら

ない。 
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（２）受注者の業務に従事する者が前号に違反したときは、独立行政法人個人情

報保護法第 50 条から第 51 条及び第 53 条に定める罰則が適用され得ることを、

受注者の業務に従事する者に周知すること。 

（３）個人情報保護管理責任者を定めること。 

（４）保有個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報の適切な管理の

ために必要な措置を講じること。 

（５）発注者の求めがあった場合は、保有個人情報の管理状況を書面にて報告す

ること。 

（６）保有個人情報の漏えい、滅失又はき損その他の本条に係る違反行為等が発

生したときは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のために必要な措置を講ずる

とともに、速やかに発注者に報告し、その指示に従うこと。 

（７）本契約履行期間後、速やかに保有個人情報を、発注者に返却又は判読不可

能な方法により消去すること。ただし、予め発注者の承認を得た場合は、この限

りではない。 

２ 前項第１号の規定は、本契約が終了した場合においても同様とする。 

３ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の事務所等において、保

有個人情報が適切に管理されているかを調査し、管理状況が不適切である場合

は、改善を指示することができる。 

 

（情報セキュリティ） 

第 21 条の 2 受注者は、発注者が定める情報セキュリティ管理規程及び情報セ

キュリティ管理細則（以下「規程等」という。）を準用し、規程類に定められた

事項につき適切な措置を講じるものとする。 

 

（消耗品の規格） 

第 22条 発注者は、契約物品に使用する消耗品その他の補給品に関しては、受

注者の指定する規格に合致したものを使用するものとする。 

 

（契約物品の取替、移動又は改造） 

第 23条 発注者の都合により契約物品の取替え、一部追加、移動又は改造を要

する場合は、あらかじめ受注者の承諾を求めるものとする。 

   ２ 前項による契約物品の取替え、一部追加、改造又は賃貸借価格の変動

により賃貸借料等契約内容を改訂する必要が生じた場合は、発注者及び受注者

で協議して本契約を改訂するものとする。 

 

（安全対策） 
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第 24条 受注者は、本業務に従事する者（下請負人がある場合には下請負人を

含む）の生命・身体等の安全優先を旨として、自らの責任と負担において、必要

な安全対策を講じて、業務従事者の安全確保に努めるものとする。 

 

（業務災害補償等） 

第 25条 受注者は、自己の責任と判断において業務を遂行し、受注者の業務従

事者の業務上の負傷、疾病、障害又は死亡にかかる損失については、受注者の責

任と負担において十分に付保するものとし、発注者はこれら一切の責任を免れ

るものとする。 

 

（中立性、公正性の保持及業務対象国の法規の遵守） 

第 26条 受注者は、本契約に基づく業務が、日本国の政府開発援助の一環とし

て行われるものであることを認識のうえ、誠意と自覚をもってその履行に専念

するとともに、当該業務に関して生じる請負業者、製造業者及び供給業者との関

係において、中立性を保持しなければならない。 

  ２ 受注者は、本契約に基づき発注者から支払いを受ける場合を除きいか

なる者からも業務の実施に関し、又はその結果として、一切の金品を受領しては

ならない。 

  ３ 受注者は、本契約に基づく業務を業務対象国において実施する場合に

は、当該国の法規を遵守しなければならない。 

  ４ 受注者は、第 1 項から第 3 項に規定するもののほか、本契約に基づく

業務を対象国において実施するときは、発注者が別に定める「独立行政法人国際

協力機構関係者の倫理等ガイドライン」に基づき行動しなければならない。 

 

（契約の公表） 

第 27条 受注者は、本契約の名称、契約金額並びに受注者の氏名及び住所等が

一般に公表されることに同意するものとする。 

２ 受注者が法人であって、かつ次の各号のいずれにも該当する場合には、

前項に定める情報に加え、次項に定める情報が一般に公表されることに同意す

るものとする。 

（１）発注者において役員を経験した者が受注者に再就職していること又は発

注者において課長相当職以上の職を経験し、かつ受注者の役員等として再就職

していること 

（２）発注者との取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めている

こと 
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３ 受注者が前項の条件に該当する場合に公表される情報は、以下のとお

りとする。 

（１）前項第 1号に規定する再就職者に係る情報（氏名、現在の役職、発注者に

おける最終職名） 

（２）受注者の直近 3ヵ年の財務諸表における発注者との間の取引高 

（３）受注者の総売上高又は事業収入に占める発注者との間の取引高の割合 

４  受注者が一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、

社会福祉法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等の公益法人等であって、次

の各号のいずれかに該当する場合には、受注者は、第１項に定める情報に加え次

項に定める情報が発注者の財務諸表の附属明細書に掲載され一般に公表される

ことに、同意するものとする。 

（１） 理事等のうち、発注者の役職員経験者の占める割合が３分の１以上ある

こと 

（２） 事業収入に占める発注者との取引に係る額が３分の１以上あること  

（３） 基本財産の５分の１以上を発注者が出えんしている財団法人であるこ

と  

（４） 会費、寄附等の負担額の５分の１以上を発注者が負担していること  

５ 受注者が前項の条件に該当する場合に公表される情報は、以下のとお

りとする。 

（１） 名称、業務の概要、発注者との関係及び役員の氏名（発注者の役職員経

験者については、発注者での最終職名を含む。） 

（２） 受注者と発注者の取引の関連図 

（３） 当該事業年度の、資産、負債、資本金及び剰余金の額、並びに営業収入、

経常損益、当期損益及び当期末処分利益又は当期末処理損失の額 

（４） 当該事業年度の、貸借対照表に計上されている資産、負債及び正味財産

の額、正味財産増減計算書に計上されている当期正味財産増減額、正味財産期首

残高及び正味財産期末残高並びに収支計算書に計上されている当期収入合計額、

当期支出合計額及び当期収支差額 

（５） 発注者の受注者に対する債権債務の明細 

（６） 発注者が行っている受注者に対する債務保証の明細 

（７） 受注者の事業収入の金額とこれらのうち発注者の発注等に係る金額及

び割合 

 

（合意管轄） 

第 28条 本契約に関し、訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判所をもっ

て第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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（準拠法） 

第 29条 本契約は、日本国の法律に準拠し、同法に従って解釈されるものとす

る。 

 

（疑義の決定） 

第 30条 本契約に定めのない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合

には、必要に応じて発注者及び受注者で協議の上、これを定めるものとする。 

 

 

この契約の証として、本書２通を作成し、発注者及び受注者記名押印の上、各自

１通を保有するものとする。 

 

 

２０２〇年〇月〇日 

発注者 

沖縄県浦添市字前田１１４３－１ 

独立行政法人国際協力機構 

沖縄センター 契約担当役 

所長 倉科 和子 

 

受注者 

沖縄県〇〇市〇〇X丁目 X 番 X号 

〇〇〇〇株式会社 

代表取締役  〇〇 〇〇 
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附属書Ⅰ 仕様書 

この仕様書は、独立行政法人国際協力機構（以下「発注者」という。）が実施す

る「JICA沖縄公用車リース契約（クラウンの更新）」に関する業務の内容を示す

ものです。本件受注者は、この仕様書に基づき本件業務を実施します。 

 

1．総則 

(1）新車（未登録車）に限る 

(2）仕様欄において、「程度」、「相当」と付記された数値は、その数値を中心値

として、±10％以内の範囲を認める。 

(3）メーカー設定の標準付属品は、仕様欄に記載がなくとも付属品として含める

こと。 

(4）納入期限（予定）は 2025 年 9 月末まで（リース期間は５年間）とする。但

し世界情勢や物流状況等によって前倒しもしくは後倒しとなる場合もあり得る。 

(5）納入場所は沖縄県浦添市字前田１１４３－１とする。 

(6）「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）第

6 条第 1 項の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和

4 年 2 月）の「自動車」の基準を満たすこと。 

(7）売却車両は車両の納品時に引き渡しとする。（リースの場合は別契約で売却） 

(8）諸手続きは受注者が行い、経費は契約額に含めるものとする。 

(9）上記に係る車両の納車において、何らかの理由で 2 日以上使用できない場合

の代車の用意。使用不可期間を通じてできるだけ納品予定車種と同等クラスの

代車を提供すること。 

(10）任意保険（車両、対人賠償、対物賠償、搭乗者傷害等）は含めないことと

する。 

(11）保証期間は納入日から１年（メーカー保証期間が１年超の場合はその期間）

とする。 

(12）アフターサービス等は当機構の近隣にあるメーカー直営のサービス拠点に

て迅速な対応を行うこと。 

具体的には、次の事項について適切に実施すること。 

① 継続車検、法定点検 

② 法定点検以外の点検（6 か月点検）、一般修理 

③ バッテリー、エンジンオイル等の消耗品の交換 

④ 故障等の時の代車（納入する自動車と同等以上、詳細は別途協議）の手

配 
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２．車 種 ：普通乗用車（ミニバンタイプ、ハイブリッド） 

 

３．台 数 ：１台 

 

４．仕様 

(1）7 人乗り以上、4 ドア以上であること。 

(2) 車体の色は黒系とする。 

(3) シートはファブリックとする。（色：ブラック系、グレー系、ベージュ系等汚

れが目立ちにくい色であればなお良い。） 

(3) 車体保護用コーティングを施すこと。 

(4) 車両重量は 1,600Kg～1,800kg 程度であること。 

(5) 総排気量 1,400cc～1,800cc 程度であること。 

(6) 全長 4,650mm～4,700 ㎜程度、全幅 1,650mm～1,750 ㎜程度、全高 1,850mm

～1,900 ㎜程度であること。 

(7) トランスミッションは電気式無段変速機であること。 

(8) ステアリングは、右ハンドル（パワーアシスト付）であること。 

(9) パワーウィンドウ、ドアのオートロック機能、後部座席用の電動スライドド

アを標準装備していること。 

(10) エアバック、サイドエアバック、カーテンエアバック (フロント・セカン

ド・サードシート)を標準装備していること。 

(11) ブレーキシステムに ABS を標準装備していること。 

(12) 使用燃料は無鉛レギュラーガソリンであること。 

(13) セーフティ・サポートカーS＜ワイド＞の適合車であること。 

(14) 踏み間違い防止装置を装備していること。 

(15）衝突軽減装置を装備していること。 

 

５．装備（オプションを含む） 

・オートエアコン 

・スペアタイヤ 1 本 

・ドライブレコーダー（前後方向カメラタイプ） 

・サイドバイザー（運転席側および助手席側 各１個） 

・フロアマット（全席分 各１枚） 

・クリーンエアフィルター 

・パーキングサポートシステム（リアカメラ含む） 

・メモリーナビゲーション（リアカメラが映ること）TV 受信なくても可、DVD

対応であること。 
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・ETC 車載器（ETC2.0） 

・スペアキー（リモコン、非リモコンのいずれにしても最低１個以上） 

・三角表示板・非常信号用具 各１個 

・工具セット（ジャッキー、ジャツキ―ハンドル、19m 用タイヤレンチ、プラ

ス・マイナスドライバー等各１個） 

・タイヤホイルはアルミホイールとする。 

 

６．リースに含む費用 

・登録納車諸費用 

・自動車取得税 

・自動車税（期間分） 

・自動車重量税（期間分） 

・自動車損害賠償責任保険料（期間分） 

・検査登録印紙税 

 

７．リースに含むメンテナンス費用 

・法定点検整備 

・車検整備 

・油脂エレメント類交換補充 

・一般整備、故障修理（オイル交換、バッテリー交換、タイヤ交換を含む）  

 

８．売却物品の仕様 （リースの場合は別契約で売却） 

トヨタ クラウンセダン（３ナンバー）２００７年３月購入（年式 平成 19

年 3 月） 

2024 年 5 月時点走行距離７万７千 km  

損傷の程度 ダツシュボードのひび割れ、天上モードの一部テープの剥がれあ

り。 

次回車検 令和 8 年 3 月 29 日 

 

９．参考銘柄 

（１）メーカー：トヨタ 車種：ノア 型式：6AA-ZWR90W 

（２）メーカー：日産 車種：セレナ 型式：6AA-GC28 
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附属書Ⅱ  契約金額内訳書  

 

毎月 本体価格〇〇〇〇〇円 消費税 〇〇〇〇円 税込み額〇〇〇〇〇円 

 

*年度ごと、請求期間ごとの金額は以下の通りだが、支払いは納車日から５年になるため、

前倒しもしくは後ろ倒しの可能性あり。 
  単位：円 

  年度 四半期 本体価格 消費税額 税込支払額 年度合計 

1 202〇年度 第３四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 
〇〇〇 

2 （令和〇年度） 第４四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

3 202〇年度 第１四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

〇〇〇 
4 （令和〇年度） 第２四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

5   第３四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

6   第４四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

7 202〇年度 第１四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

〇〇〇 
8 （令和〇年度） 第２四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

9   第３四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

10   第４四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

11 202〇年度 第１四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

〇〇〇 
12 （令和〇年度） 第２四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

13   第３四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

14   第４四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

15 202〇年度 第１四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

〇〇〇 
16 （令和〇年度） 第２四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

17   第３四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

18   第４四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

19 202〇年度 第１四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 
〇〇〇 

20 （令和〇年度） 第２四半期 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

   〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 〇〇〇 

契約期間により支払時期が前後する場合があります。 

以上 


